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Ⅰ．序―問題の所在
日本語の「持続可能な発展（または開発）」に相当する英語（原
語）には、現在のところ、“sustainable development （以下では「サ
スティナブル・ディベロップメント」という）”と“sustainability（以下で
は「サスティナビリティ」という）”の 2 つの用語がある。
前書き的に一言すると、一方では、サスティナブル・ディベ
ロップメントとサスティナビリティとは同義のものとされ、特段に
区別されない場合がある。例えば国連から刊行されたサーナ
ト（Cernat,L.）とグールドン（GourdonJ.）執筆の 2007 年の論考
『サスティナブル・ツ リーズムの概念はサスティナブルか（Is the 
Concept of Sustainable Tourism Sustainable?）』（文献 C）では、“sus-
tainability and sustainable development”という表記があり、サ
スティナビリティとサスティナブル・ディベロップメントとは特段に
区別されていない（C, p.1）。
しかし他方、カナダ・ブリティシュコロンビア大学のロビンソン
（Robinson,J.）によれば、世界的にみると、概ね国連や政府な
ど公・私の組織や企業等ではサスティナブル・ディベロップメン
トが用いられ、研究者や NGO 等ではサスティナビリティが使
用される場合が多いとされている（R1, pp.369-370）。
サスティナブル・ディベロップメントという用語がとにかく国連
関係文書で用いられた例は、少なくとも1980 年の『世界保
全戦略 : 生ある資源のサスティナブル・ディベロップメントのた
めの保全（World Conservation Strategy―Living Resource Conserva-
tion for Sustainable Development）』（文献 I）にすでにみられるが、
これが現在世界的に不可欠ないわば新しいパラダイムとして広
く知られるようになったのは、周知のように、1987 年の国連・
ブルントラント委員会の報告書（Report of the World Commission on 
Environment and Development : Our Common Future：文献 W1）によっ
てである（R1, p.369）。
そこではすでに、サスティナブル・ディベロップメントすなわち
「持続可能な発展」のとらえ方には、「持続可能性の保持」
に重点があるというものと、（持続可能性と両立する）「発展」に
力点があるとするものとの間で論争があった（A, p.2573）。むしろ、
「持続可能な発展」の命題は、もともとこの両者、すなわち「持
続性志向的な主張」と「発展性志向的な主張」との間にお
いて折衷を図ったものといわれている（この点についてはΩ1,113 頁
参照）。
そこでこの点をふまえて、本稿後述のロビンソンの所説も参
照し、概括的にまとめていえば、「持続性志向説」をとるもの
は多くが「サスティナブル」に重点をおいて、これを「サスティ
ナビリティ」とよび、反対に「発展性志向説」をとるものは「ディ
ベロップメント」を必ず入れて、これを「サスティナブル・ディベロッ
プメント」とよぶものが多いということができる（R1, pp.369-370）。
ただし以下本稿では、総称的にはサスティナビリティもサス
ティナブル・ディベロップメントもすべて“サスティナビリティ”と
表記し、特定の文書や文献等において“サスティナブル・ディ
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ベロップメント”と表記されている場合や、これに相当する場
合にのみ、“サスティナブル・ディベロップメント”と表記するこ
とを原則とする。
では、サスティナビリティとは何か。この点について詳しくは
本稿次節で論じるが、サスティナビリティをどのようによぶものと
しても、衆目のみるところ、出発点になったものは、前記の国連・
ブルントラント委員会報告書において規定されている有名な定
義、すなわち「サスティナブル・ディベロップメントとは、将来
世代の欲求充足にとって障害とならないような形で、現在世代
の欲求充足のために発展を行うこと」である（W1, pp.16,42；以下
本稿ではこれを「基本定義」という）。しかしこの「基本定義」では、
例えば、根本的な欲求とはどのようなものをいうかについて、
規定は必ずしも一義的なものとはなっていない。
こうした事情もあり、サスティナブル・ディベロップメントの概
念については、その後多様な考え方・規定が盛んに提示され、
今日でも明解なものとはいえない状況にある。例えばノルウェー
のヘォイヤ （ーHøyer,K.G.）は、すでに1999 年の論考で、サスティ
ナブル・ディベロップメントの定義には少なくとも40 種のものが
あるといっている（H, pp.8,140）。
また、ドレクスヘイジ（Drexhage,J.）とマ フーィ（Murphy,D.）は、
2010 年に国連の“グローバルなサスティナビリティに関する上
級部会（the High Level Panel on Global Sustainability）”のための
基盤報告論考（文献 D1）を書いているが、それによると、「サ
スティナブル・ディベロップメントが、1 つの指導原則としてこれ
ほど広く普及するものになったのは、ひとつには、この用語の
概念規定が流動的（悪くいえば「曖昧的、多義的」：カッコ内は大
橋のもの、以下同様）であるためである。すなわち、この用語は
ステークホルダーのいかんにより異なる目的に適応可能なもの
である。…しかし反面、こうした解釈の多様性のために実行
上では混乱と融通性が生まれているものである」と、性格づ
けている（D1, p.9）。 
前記で一言したサーナト／グールドンも、世界観光機関
（UNWTO）のサスティナブル・ツー リズムの定義についてであるが、
「この定義はあまりにも流動的で、概念のアプローチや解釈に
おいて実に多様なものを生むものになっている」と論じている（C, 
p.1）。
本稿はこうした点に触発されて、サスティナビリティ論の原理
的様相を明らかにすることを課題とする。まず第Ⅱ節で、サス
ティナビリティについてこれまでどのような考え方が提示されて
きたかを概観する。続く第Ⅲ節で、サスティナブル・ディベロッ
プメントの概念を提起したブルントラント委員会報告書について
論究している、前記のロビンソンの所説（文献 R1）を考察する。
これに関連して第Ⅳ節では、サスティナブル・ディベロップメン
トにおける有効性の問題についてビュイク（Buik,L.）らの論説（文
献 B2）により論究する。これらのうえにたって最後に国連関係
文書の特色について論じる。
なお、参照文献は末尾に一括して記載し、典拠個所は文
献記号により本文中で示した。
Ⅱ．サスティナビリティのいくつかの基本的な考え方
現時点でみると、サスティナビリティ概念の規定にはいくつか
の点で基本的な違いがあるが、本稿筆者のみるところ、それ
は主として次の 2 点に基づくものである。
第 1に、前記で述べたところの、サスティナビリティすなわ
ち持続可能な発展のとらえ方において、サスティナブルに重点
があるというものと、（サスティナブル性と両立する）ディベロップメン
トに力点があるとするものとの間で論争があり、そのいずれに
重点があるとするかによって根本的な見解が分かれることであ
る。
第 2に、ブルントラント委員会報告書に関連しても、サスティ
ナビリティとして実際に目指すものが何かについて、見解が一
義的ではないことである。それは究極的には、1 要素になると
いう考え方もあれば、2 要素であるとするもの、3 要素であると
するものがあることである。理論史的にみると、2 要素説と3
要素説との対抗がまず注目されてきた。この点はブルントラント
委員会報告書の記述に直接由来するものである。
1．2 要素説と3要素説
2 要素説は、ブルントラント委員会報告書本文の「第 1 部
共通の関心事項」のなかの「第 2 章サスティナブル・ディベロッ
プメントを目指して」の「第 1 節サスティナブル・ディベロップ
メントの概念（The Concept of Sustainable Development）」（W1, p.42ff.）
において、前記で引用したサスティナブル・ディベロップメントの
「基本定義」の直後に次のような2 つの追加的規定があり、
しかもそれが同報告書においてサスティナブル・ディベロップメ
ントの「2 つのキーコンセプト（key concepts）」と位置づけられ
ていることに基づく。
その 1 つは、「人間ニーズ（needs）の概念」で、特に世界
の貧しい人々の基礎ニーズの充足、すなわちそうした人々の
生存の確保をいい、それには絶対的優先権が与えられるべき
ものとされている。今 1 つは「環境の維持」にかかわるもの
である。故にこれによると、サスティナブル・ディベロップメント
とは、実際には「人間の生存の維持」と「環境の維持」と
の 2 要素をいうと理解されるべきものとなる。
ところが同報告書をみると、委員長ブルントラントの序文では、
サスティナブル・ディベロップメントとは、貧困と不平等（inequal-
ity）と環境悪化（environmental degradation）とは結び付いている
（links）という認識に立脚するところの、新しい経済成長の時
代（a new era of economic growth）を目標にするものと明記されて
おり（W1, p.7）、サスティナビリティは経済的要素、社会的要素、
環境的要素の 3 要素から成るという考え方になっている。
こうした 2 要素説と3 要素説との違いは、端的には、経済
的要素の位置づけについての相違の問題であるから、これは、
とりわけツ リーズム産業はじめ一般的産業関係者には大きな問
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題となるものである。この点について、国連関係文書における
その後の経緯をみると、一貫して 3 要素説重視的記述がとら
れている（D1, p.2）。
例えば、1992 年リオデジャネイロで開催された国連のいわ
ゆる環境サミット、すなわち「国連・環境開発会議（Conference 
on Environment and Development：UNCED）」に際し作成された『ア
ジェンダ 21』等ではすでに、サスティナブル・ディベロップメ
ントの重点は、生態系の発展、社会的な発展、経済的な発
展という3 要素的なガイドラインにあるとして提示され（U1, p.1）、
これがその後「トリプル・ボトムライン（triple-bottom line）」とし
て広く知られるものとなった（D2, p.3）。
国連関係のその後の動きをさらにみると、2005 年に国連環
境計画（United Nations Environment Programme：UNEP）と世界観
光機関（UNWTO）との共同文書　『ツ リーズムをさらにサスティ
ナブルにするために：政策立案者への提言（Making Tourism 
More Sustainable：A Guide for Policy Makers）』が出されているが、
この文書では、サスティナブル・ディベロップメントは明白に次
の 3 者を柱（pillars）にするものと定義されている（以下の掲載
順はこの文書通り）。すなわち“economic sustainability”、“social 
sustainability”、“environmental sustainability”である（U2, p.9）。
ちなみにこの共同文書では、“sustainability”が用語として使
用され、かつこの文書の見解は、世界観光機関では現在も
有効なものとされている（文献 W2による）。なお、“sustainability”
という言葉は、ブルントラント委員会報告書でも部分的に使用
されている（例えば W1,pp.23,51,56 等）。
さらに最近のものをみると、2012 年にリオデジャネイロで開
かれた国連の「持続可能な開発会議〔リオ +20〕（United Na-
tions Conference on Sustainable Development〔RIO+20〕）」で採択さ
れた文書『われわれが求める未来（The Future We Want）』では、
サスティナブル・ディベロップメントは（以下の掲載順はこの文書通り）、
“economic growth”、“social development”、“environmental 
protection”の 3 者を基本にするものと定義されている（U4, p.1）。
それ故現在では、一般的には 3 要素説が通例の定義とさ
れ、サスティナブル・ディベロップメントすなわちサスティナビリティ
とは、これら3 者をいうものとされる場合が多い（例えば R2, p.440）。
こうしたなか、1999 年、上記で一言したヘォイヤーにより、ブ
ルントラント委員会報告書はサスティナビリティについて「人間
の維持」と「環境の維持」との 2 要素説にたつものであるこ
とを強く主張した試みが提起された（文献 H：Ω2 参照）。ヘォイヤー
はこの点について、ブルントラント委員会報告書が 2 要素説に
たつことは全く明白であるにもかかわらず、「この用語のこれま
での論議過程で言及されることが実に稀であったのは、少々
驚かされることである」（H, p.141）と書いている。
そしてこのうえにたって、同じくノルウェー のアール（Aall,C.）は、
2014 年、「トリプル・ボトムライン説は、もともとサスティナビリティ
論の本来のものである2 要素概念のものが、3 要素概念のも
のに拡張されたものであり、・・・（この点に関して） ヘォイヤーは、
もともとの 2 要素説と、その後の 3 要素説とは両立しないし、
補足し合うというようなものでもないことを強く指摘しているもの
である」と論じている（A, p.2571）。
ただしヘォイヤーは、「人間の維持」と「環境の維持」の
2 要素には取り組みにおいて区別があるとする。かれの規定に
よると、「環境の維持」は「否定的に規定するオブリゲーショ
ン（a negative deﬁning obligation）」であるが、これに反し「人
間の維持」は、根本的な発展・開発（the fundamental develop-
ment）に関し「肯定的に発展を進めるオブリゲーション（a posi-
tively developing obligation）」をいうものである（H, p.141）。つまり、
「環境の維持」はサスティナブル性重視のもの、「人間の維持」
はディベロップメント性志向のものとされている。そしてこの両
者についてヘォイヤーは、ブルントラント委員会報告書と同様に
「人間の維持」が絶対的に優先するものとしているから、根
本的にはディベロップメント志向的なものになると考えられる。
2．1 要素説の提唱
こうしたなか 2011 年に、アメリカ・ロチェスター 工科大学の
モレリ（Morelli,J.）により、サスティナビリティは、突き詰めて考
えれば、自然環境のサスティナビリティに尽きるものであるとい
う考え方が提起されている（文献 M）。かれによると、ブルントラ
ント委員会報告書でいう人間の維持にしても、あるいはその
他の国連関係文書で挙げられている社会的サスティナビリティ
や経済的サスティナビリティにしても、すべてが自然環境のサ
スティナビリティがあってはじめて可能なものである。故に、現
在世界的に問われているものは、「環境的サスティナビリティ
（environmental sustainability）」として一元的に集約して示される
べきものであるというのである。
モレリは、（例えば）「経済的システムは、自然環境なしでは
成り立たない。しかし逆に、サスティナブルな環境は、社会の
存在にも経済の存在にも依存するものではない」とし、サスティ
ナビリティを環境・経済・社会の 3 本脚的なもの（a three-legged 
table）と考えるにしろ、人間とエコシステムとの 2 重的関係のも
の（a dualistic relationship）と考えるにしろ、土台として自然があ
るという点では共通した見解にたつものであり、それに還元し
て把握されうるものである、と論じている（M, pp.3-5）。サスティ
ナビリティの 1 要素説というべきものである。
ただしこの場合モレリは、かれがいう“環境的”とは、あく
までもエコシステム（ecosystem）について人間活動が関与す
る部分をいうものと断っている。この点についてモレリは特段
の典拠文献や参照文献を挙げてはいないが（M, pp.4-5）、本
稿筆者のみるところでは、例えばドイツのバウムガルトナー
（Baumgartner,C.）が 2008 年に次のように述べているところと趣
旨的には関連している。すなわちバウムガルトナーは、直接
的にはツ リーズムに限定してではあるが、「環境にのみ一面的
に志向したツ リーズム政策（tourism policies unilaterally focusing on 
the environment）では、サスティナブルのいかんを論じることはで
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きないものとなる」（B1, p.5）と規定している。
また、ブルントラント委員会報告書に基づく2 要素説では“人
間の生存維持”と“環境の維持”について、前述のように、“人
間の生存維持”が優先されるべきものとされている。この点で
いえば、モレリのいわゆる1 要素説はこれに反して、“環境の
維持”を優先するものという意味をもつが、逆にモレリ説と同
様に考えて“人間の生存維持”を優先したものがありうるとす
れば、同じ1 要素説でも“人間の生存維持”を核心とした 1
要素説のものがありうることになる。事実、国連フレームワ クー
でも後述の 2015 年『2030アジェンダ』は、その端的な一例
といえる。
この場合人間の存在は、現在の社会体制のもとでは、究
極的には経済的要素により可能になるものであるから、これを
さらに拡張して考えれば、純論理的には、“経済的要素”を
最終目的とする3 要素説の場合には、“経済的要素”をさらに
目的化して“経済的要素”だけの 1 要素説というものも考えら
れることになる。
もっともこうした“経済一辺倒”的なものは、そもそもサスティ
ナビリティの本質から考えて、もはやサスティナビリティ論とはい
えないという反対論がありうるが、トリプル・ボトムライン説など
によれば、少なくとも結果的に、あるいは実質的に、こうしたも
のが提起されることは、これを排除できないと考えられる。事実、
本稿後述のように、国連関係文書に基づくサスティナブル・ディ
ベロップメントについては、経済偏重的なもの、あるいは経済
一辺倒なものというべきものがかなりみられる。
サスティナビリティ概念についての大要は以上とし、このうえ
にたって次に、本稿で既述のロビンソンの所論をレビューする。
これは、ブルントラント委員会報告書を中心に、その意味する
ところを批判的に明らかにし、そのうえで自説を展開しているも
のである。ブルントラント委員会報告書の趣旨解明にも大いに
有用なものと考えられる。
Ⅲ．サスティナブル・ディベロップメントからサスティナビリ
ティへ
1．理論的系譜の解明
ロビンソンのもともとの問題意識は、サスティナブル・ディベロッ
プメントはサスティナブルとディベロップメントとの相反する2 つ
の要請を充たそうとするものであるが、この両者はそれぞれに
おいてこれまでに長い思想的理論的伝統をもつもので、簡単
に1 つものになるものではない。それは幾何学で昔から回答
不能とされてきた問題、すなわちある円と同じ面積の四角形を
作図すること（squaring the circle）は不可能とされてきたのと同
様に、不可能なことであるというところにある（R1, pp.369-370）。
そこでロビンソンは、この 2 つの方向、すなわち持続性重
視の方向つまり「サスティナビリティ」を可とする方向と、発展
性重視の方向つまり「サスティナブル・ディベロップメント」を
可とする方向とについて、歴史的背景を解明することから出
発する。その直接的な源になったものは、すでに1960 年代
に起こった環境問題を論じたものであるが、それは、少なくと
も近代という枠内で考えると、19 世紀後半における2 つの思
想の対立にまで遡る。
一方は、アメリカの超越主義（transcendentalism）やヨーロッ
パで盛んであったロマン主義（romanticism）で、一言でいえば、
自然を未開のまま保存すべきことを主張するものである。他方
は、啓蒙主義的な利己主義（enlightened self-interest） に立脚す
るもので、後世のものも含めて人間の利便のことを考えて自然
の保全に努めるべきことを主張するものである。これには従っ
て、功利主義（utilitarian）の観点があり, 自然についても多く
の人が楽しめるようにするためには、例えば高山への登山用
交通手段の設置など自然の改良も可という考え方になる。
この両方向をロビンソンは、環境に対するより精神的な（more 
spiritual）なアプローチと、環境に対する功利主義的アプローチ
とよんでいるが、この対抗が、1970 年代の公害問題高揚時
からは、エールリッヒ（Ehrlich,P.）とコモナー（Commoner,B.）と
の論争になって現れたとする（R1, p.371）。エールリッヒが環境
問題の根源は人間の人口増加に基づく（自然資源に対する）過
剰消費（overconsumption）、つまり人間のあり方にありとするの
に対して、コモナーは（少なくとも当時の公害問題を中心にした）環
境問題は、技術（technology）の進歩により解決可能なものと
論じた。
ロビンソンは、ここに現在のサスティナビリティとサスティナブ
ル・ディベロップメントとの対抗の直接的原型があるとする。す
なわち、一方では自然に対する個人の価値観や信念に焦点
を置く考え方があり、今日のサスティナビリティ論となったのに対
し、他方では技術領域における能率向上（efﬁciency gains）や
進歩に依存することを主張するプラグマチックな、集団での解
決志向的な（collective）考え方があり、今日のサスティナブル・
ディベロップメント論になったものとする。
そして「これらの両方向は、環境悪化の動きに対し共同で
反対のために結び付くことが大いにありうるものではあるが、そ
れぞれの考え方の根本、従ってそれぞれが目指す究極的目的
は、かなり異なったものである」と特徴づけている（R1, p.371）。
その場合ロビンソンによると、これは 1981 年にオリオ ダーン（O’
Riordan, T.）により「エコ中心的（ecocentric）」と「テクノ中心的
（technocentric）と名づけられているものに相当するが、ロビンソ
ンとしては、これは「価値変化志向的立場（value change）」と「技
術志向的立場（technical ﬁx）」というのが相当とし、そのあらま
しは下図のように示されるとしている（R1, p.372）。
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技術志向的立場 価値変化志向的立場
自然地域の管理 保全的（conservation）
（功利主義）
保存的（preservation） 
（ロマン主義）
公害と源泉 技術
（集合的政策）
ライフスタイル
（個人的価値）
より適した用語 サスティナブル・ディベロッ
プメント
サスティナビリティ
図：環境への行動形態  （出所：R1, p.372）
もとより、これまでにおける環境に対する人間のかかわり方
の論究は、ロビンソンによると、以上に尽きるのではない。例
えば 1981 年にブラウン（Brown,L.）により、さらに広くかつ社会
的な観点にたった「サスティナブル社会（a sustainable society）
論」の主張が提起される一方、既述のように1980 年「国際
自然保全連合（the International Union for Conservation of Nature and 
Natural Resources：IUCN）」 等によって「サスティナブル・ディベロッ
プメント」をタイトル副題に使った文書（文献 I）が公表されてい
る。これらのうえにおいてロビンソンは、ブルントラント委員会報
告書について論評をしている。
2 ．ブルントラント委員会報告書に対する論評
まずロビンソンは、以上のこれまでにおける理論展開の全体
的様相からみると、このブルントラント委員会報告書はかなり異
質の方向のものと特徴づけられるとする。その論拠は、例え
ば原理的レベルでみると、同報告書は社会的政治的な問題
や経済的な配分（distributional）の問題に対しより強い焦点を
おくものであって、（サスティナブル・ディベロップメントでは）人間行
動のあり方や、人間行動で何を優先させるか（priority）につ
いて劇的な（drastic）変化が必要かどうかという問題について、
つまり人間はどのような行動をとるべきものかについての論議
は、度合いが低いものとされているところにあるという。
それ故ロビンソンは、同報告書は、一言でいえば「発展
途上国の社会的経済的諸条件と、それによっておきている環
境悪化に多くの注意を注いだ（だけの）ものである」と特色づ
け、そのため、同報告書は内容的には、「急進的な過激的
な（radical）側面と、漸進的な改良主義的側面とが奇妙に結
び合った物（a curious combination）になっている」と評している。
ここで急進的な側面とは、環境と発展とを、これまでの理論
系譜を無視して強引に結合しているところにある。このことは
端的には、サスティナブル・ディベロップメントの定義にあたり、
同報告書が「（経済的な）貧困という問題が世界的に成功裏
に解決されない限り、生態系的サスティナビリティは達成される
ことがない」というテーゼを措定し、しかも出発点にしていると
ころに現われているとする。
この点についてロビンソンは、「このことに基づき行動するこ
との急進的な過激的な意味は、これをいくら誇張してもしすぎ
ることはない」と評し、「本質的にいえば、ブルントラント委員
会報告書は、環境悪化という巨大で複雑な問題を、同じく巨
大で複雑な問題である人間発展（human development）および
貧困と結び付けて論究し、両者は同時に、しかも相互に補強
し合う形で解決されなくてはならないと言っている」と総括され
るものとするが（R1, p.372）、しかしロビンソンは、さらに突き詰め
て考え一言でいえば、それは結局、人間の都合を中心にして
ディベロップメント問題を提起しているだけのものではないかと
論断している（R1, p.376）。
これは論理的には、例えば人類には理性（reason）がある
故に可能になるという主張があってのみ可能になるものである。
そのためにはさらに、人類には新しい倫理を作り上げることが
可能という論理が必要であり、そのためには人間は価値観を
持った存在という考え方が必要である。ところが、既述で一言
したように、ブルントラント委員会報告書はこの面に関する論述
には稀薄なところがある。さらにロビンソンのみるところ、同報
告書は社会的側面の分析でも限界があるものとなっている。
というのは同報告書は、ロビンソンによると、サスティナブル・
ディベロップメントの社会的側面について「（人間は総じて）先
天的に（革命主義者ではなく）改良主義者であって、多くの人は
権力や搾取や社会的再配分の問題を回避しようとするもので
あるという前提にたち、こうした根本的な政治的変化をしようと
する欲求（need）があるかもしれないことは、同報告書では簡
単に無視されるものになっている」からである（R1, p.376）。つまり、
人間の見方が、全く通例的常識的なものに留まっている、とい
うのである。
しかしこの点について、本稿筆者からみれば、ブルントラン
ト委員会報告書は、世界的にみた場合、貧困状態にある人々
が生存確保上自然資源を必要のままに乱用することを防止す
ることが、今日における自然環境保護の重要なキーポイントと
なっている。この両者は結び付いているのであり、結び付け
てでないと解決されることがないということを言わんとしているの
である。このことがロビンソンには、充分に理解されていない。
それは、ロビンソンが持続性と発展性とは、所詮、両立不可
能なものという考え方に強く囚われていたためであると思われ
る。
結局、ブルントラント委員会報告書に対するロビンソンの論
評は、次の点に集約されるものとなっている。すなわち、同報
告書における「急進的側面と改良的側面との 2 重性で注目さ
れることは、この両者のインパルスが共に次のところに、すな
わち技術的・個人的な責任という軸において、しかもプラグマ
チックなサイドに存在するものとなっているところにある」。つまり
同報告書は、（ロビンソン説を図示した前記の図で示されているような）
「個人の精神的価値、もしくは個人の責任性を強調するような
ことがなく、…むしろ（エールリッヒとコモナ とーの論争になぞらえてい
えば）コモナーが主張したような、技術と能率の向上に進路を
求めている」という特色をもつものと、総括されるのである（R1, 
p.373）。
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以上のうえにたってロビンソンはさらに、ブルントラント委員会
報告書に対する批判を提起し、それにかかわって自らの説を
提示している。
3 ．ブルントラント委員会報告書批判とロビンソン説の提示
ブルントラント委員会報告書が提起したもの、端的にはサス
ティナブル・ディベロップメント論には、ロビンソンによると、その
当初から多くの批判が提起されてきた。
その第 1 は、サスティナブル・ディベロップメントとは、要す
るに、経済成長をいうものではないかというものである。これは、
例えばブルントラント委員会報告書でみると、既述のように委員
長ブルントラントの序文で、経済成長が最終目的と明記されて
いることや、その具体的展開として、同報告書本文の「第 2
部共通の課題」の第 8 章では「産業（の課題）は、より少な
いものでより多くのものを生産することである（industry：producing 
more with less）」という見出しのもとに、「予測される人口増加を
前提とすると（つまり、サスティナブル・ディベロップメントの実行のため
には）、世界の産業産出高（world industrial output）は５～ 10 倍
の増加が必要」と強調されていることなどを根拠とするもので
ある。
その他の批判で注目されるものには、すでに1991 年ギブソ
ン（Gibson,B.）により提示されたものがある。これは、ブルントラ
ント委員会報告書には、内容において曖昧さ（vagueness）があり、
偽善的で（hypocrisy）、欺瞞的（delusion）であるという3 点を
指摘したものである（文献 G）。ロビンソンの批判は、見出しとし
てはこの 3 者を引き継ぎ、ロビンソン自身による新しい内容を込
めたものである。
第1の曖昧さについて、ロビンソンは次のように論じている（R1, 
p.373）。「サスティナブル・ディベロップメントという用語で最も目
立つ特徴の 1 つは、その意味（meaning）が、人や組織のい
かんにより実に多くの異なったものとなっていることであり、…特
に3 本柱的なアプローチにたつもの、すなわちサスティナブル・
ディベロップメントには生態的、社会的、経済的な次元の 3 者
があるとするものと、それを2 重的なもの、すなわち人間と自
然の持続性にありとするものとの間などで、盛んに論議が行わ
れてきたものである」。
ところが、これらの論議をみると、例えばサスティナビリティと
サスティナブル・ディベロップメントとの用語上の違いにはそれ
ぞれの論者の政治学的・哲学的な違いが反映されており、サ
スティナブル・ディベロップメントという用語にしても、普遍妥当
的な定義がないことは「建設的な曖昧性（constructive ambigu-
ity）」として働いており、「普遍妥当的な定義がないことが、サ
スティナブル・ディベロップメントという概念にとって有利な政治
的機会をもたらすものになるかもしれない」とこの問題を締めく
くっている。曖昧さがあること、概念の理解が多様であることは、
必ずしも悪いことではないというのである。
第 2 の偽善性についてロビンソンは、サスティナブル・ディ
ベロップメントという名のもとに「非サスティナブルな（unsustain-
able）活動」がなされるかもしれないことが、最も問題であると
している（R1, p.374）。こうした恐れがあるものとして、例えば当
時（2004 年）の代表的なものに「表面的環境主義（cosmetic 
environmentalism）」があり、「グリー ンな産物」とか「環境にや
さしい（environmentally benign）と称する物や事柄」が登場し
ているが、ロビンソンのみるところ、そのなかには明確な基準
（criteria）がないものもある。
しかしロビンソンは、こうした物や事柄に対しても一面的に不
可とするのではなく、サスティナブル・ディベロップメント進行上
の 1 つの出来事と考え、サスティナブルな社会の実現は、一
面ではこうした仕方で進むものと考えるべきである、とこの問題
を締めくくっている。
第 3 の欺瞞性でまず問題となるものは、持続性と発展性と
の矛盾から起きるもの（oxymoron）である。これは要するに、
ブルントラント委員会報告書のサスティナブル・ディベロップメン
ト概念には、サスティナブルな人間維持・環境維持という方向
と、ディベロップメント追求という功利主義的な方向が並存して
いるために、一方では、前者の人間存在と環境の維持・擁
護にかかわる問題が、後者の功利主義的な考え方で処理さ
れ、「サスティナブル・ディベロップメント論は、当を失したもの
（miss the point）」と非難される恐れがある。他方では、ディベロッ
プメントの問題において、前者のサスティナブルな人間維持・
環境維持の方向が過大に主張され、別の意味でサスティナブ
ル・ディベロップメント論は、当を失したものとなる恐れがあるこ
とをいうものである（R1, p.376）。この矛盾は、ロビンソンによると、
究極的には、サスティナブル・ディベロップメントとサスティナビ
リティの 2 つの方向が、サスティナビリティの方向で統合される
ことによって解決されうるものである（R1, p.377）。
そこで、ロビンソンは、ブルントラント委員会報告書やそれを
めぐるこれまでの種 な々論議や論究においては、真のサスティ
ナブル・ディベロップメント達成のために必要なこと、すなわち
「基礎的な根本的価値観や態度において、さらなる根本的な
変化（a more fundamental transformation）が必要かどうかというこ
とが、答えられてはいない」として、真に有効なる概念・理論・
フレームワークのための必須要件として以下のような6 点があ
るとして、これを改めて提示している。
ロビンソンは、まず第 1に、サスティナブル・ディベロップメン
トはサスティナビリティという名称でよばれるべきものであるとす
る。
そのうえで第 2に、「サスティナビリティは種 な々領域（ﬁelds）、
分野（sectors）、規模（scales）を統合した 1 つの概念（an inte-
grative concept）でなくてはならない」という命題を提示する。こ
こでロビンソンが強調しているのは、次の 4 点である。①社
会的人間的領域と自然的環境的領域との統合性を確保する
こと、②故に学問形態としてはトランスディシプリナリ（transdisci-
plinary）方法が望ましい（トランスディシプリナリ方法についてはΩ3 参照：
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大橋注）、③統合されるべき社会組織・単位としては、政府と
企業だけではなく、NGO はもとより一般私的家庭も含めて考え
ること、④場所的空間的統合も考えること。
第 3に、「アプローチ方法で単一の絶対的なものがあるとは
考えないで、ともかく行動することを優先して考えること（beyond 
concepts to action）」という命題が提示される。
第 4に、「技術的手段（technical ﬁxes）は、必要ではあるが、
それで充分（sufﬁcient）というものではない」という命題が提起
される。これは、主として経済的諸条件に基づく生活上の不
平等性がある場合に、技術的手段のみで是正しようとすること
は、所詮不可能である故に、サスティナビリティでは技術的手
段だけでは限界があることをいうものである。
それ故第 5 に、「サスティナビリティは社会的構成（social 
construction）である」という命題が提示される。これは、サス
ティナビリティを実現するのは、根本的には社会的関連であっ
て、科学や技術ではないことをいうものである。ロビンソンはこ
こではっきりと、サスティナビリティとは生態的システム、社会的
システム、経済的システムについての相互作用関係を把握す
ることをいうものであるという見解を提示している。すなわち3
要素説を可とするというのである。
これに基づき第 6に、「当該コミュニティを参画させるもので
あること（engaging the community）」 という命題が提起される。こ
れは、サスティナビリティに関する意思決定は、とにかくなんら
かの意味での専門家だけでなされることがなく、少なくとも関係
コミュニティの参画が必須であることをいうものである。
これらに加えてロビンソンは最後に、サスティナビリティは、
なんらかの最終的解決をもたらすものではなく、1 つの新しい
道具（tool）に過ぎない。これを使えば、時と所によっては、あ
る円と同じ面積の四角形を描くという難問を、さしあたり、しか
しあくまでも政治的に、解くことができる、そのような道具であ
ると力説している（R1, p.382）。
以上を総括的にみると、サスティナビリティとは、ロビンソンに
よると、すべてのステークホルダーの参画のもとに、生態系的
問題、社会的問題、経済的問題を統合的に計慮するもので
あって、それはあくまでも「これらのさまざまな考えが表明され
て評価されるところの、究極的には政治的行為であるところ、
1 つのプロセス」と定義されるものである（R1, p.382）。
ロビンソンの、3 要素説に立脚する以上のサスティナビリティ
論は、国連関係文書における3 要素説の 1 つの基礎理論と
しても有用なものと考えられるが、そこではサスティナビリティ
（サスティナブル・ディベロップメント）は、なんらかの最終的解決を
生み出すものではなく、当面の政治的解決をもたらす（だけの）
ものであって、1 つの道具に過ぎないことが力説されていること
が、実に特徴的である。
このようなロビンソンの指摘によると、国連提唱のサスティナ
ブル・ディベロップメントは、さしあたりの政治的解決をもたらす
だけで、最終的な有効性（effectiveness）は確保される保証が
ない。こうした点からサスティナブル・ツ リーズム論を対象にし
てではあるが、サスティナブル・ディベロップメントの有効性を
論じたものに、ビュイクらの論考（文献 B2）がある。次にこれを
考察する。ただしビュイクらでは、有効性について特段の定
義がなされてはいない。故にここでは有効性は組織論におけ
る定義に従ったものとして、組織目的（ここではサスティナブル・ディ
ベロップメント目的）の達成度をいうものとする。
Ⅳ．サスティナブル・ディベロップメントの有効性について
ビュイクらの所論は、直接的には、「サスティナブル・ツ リー
ズムは、現在の形では、有効性がかなり低いものである。主
たる障害は、マス・ツ リーズムからサスティナブル・ツ リーズム
への転換に際し、ステークホルダーたちの利害において違い
があることから生まれる。それ故サスティナブル・ツ リーズムを
有効性ある方法で遂行するためには、リー ダーシップが不可
欠である」（B2, p.4）ということを問題意識とするものである。そ
して結論的には、有効性あるサスティナブル・ツ リーズムの推
進のためにはステークホルダー同士の協力が必要であるが、
その場合政府のリー ダーシップが必須であることを主張せんと
するものである。
まずサスティナブル・ツ リーズムで何故有効性が問題となって
きたかについては、次のようにとらえるべきものとする。すなわ
ちサスティナブル・ツ リーズムは、どのように定義するにしても、
要するにそれは、ツ リーズム地の自然的および社会的な環境を
めぐって，ツ リーストと（ツ リーズム地関係者を中心にした）ツ リーズ
ム関係者との相互作用からおきる緊張（tension）に由来するも
のであり、その際何よりも注目されるべきことは、ステ クーホルダー
の間において利害のトレ ドーオフが起こるかもしれないことであ
る（B2, p.7）。
今日のような資本主義社会では、経済的な要因が強く作用
するから、サスティナブル・ツ リーズムの実際の姿では（企業を
中心にした）経済的志向に重点が置かれたものとなる。そのな
かでステ クーホルダーすべてが等しい力で交渉ができるために
は、「（ステークホルダーすべてが）等しい力を持つか、（それがな
い場合にはそれを補う）強力な第三者的なもの、要するに政府が
それ相当なリー ダーシップを持つことが必要である」とビュイク
らは主張する（B2, p.14）。
実は、サスティナブル・ツ リーズムで政府がリー ダーシップを
もつべきことは、本稿第Ⅱ節で紹介した国連環境計画（UNEP）
／世界観光機関（UNWTO）の 2005 年の共同文書　『ツ リー
ズムをさらにサスティナブルにするために：政策立案者への提
言』において根本原則となっているものである。このことは、
同文書の副題からも推察されるものであるが、本文のなかでも
“Governments play a leading role”という見出しで 1 節が設
けられている。その理由として同共同文書は、次の 3 点を挙
げている（U2, p.3）。
①ツ リーズム産業は散在的なもの（fragmental）であり、積極的
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にまとまった行動をとることが困難であるから、政府のリー
ダーシップが必須である。
②ツ リーズムは、空気・水はじめ自然資源に関与する度合い
が高く、これらは公共的関係度が高いものである。例えば
国立公園などでは資源は公共的に管理されている。
③政府はサスティナビリティ推進上、例えば立法措置を講じた
り、行政措置を実施するなどの用具を有している。
このうえにたってビュイクらは、まず政府といってもサスティナ
ブル・ツ リーズムで直接的に対象になるものは、ツ リーズム地
所在の政府であって、そうした政府は、ごく一般的にいえば
小さな国が多く、ツ リーズム政策のうえでは巨大なツ リーズム関
係多国籍企業に実質上対抗できないことが多い。またサスティ
ナビリティなどでは長期的視野で取り組む必要がある場合が多
いが、ツ リーズム地政府ではそうした長期的視野にたつことが
困難な場合が多いという難点もある。そこでビュイクらは、国
連や世界観光機関などの国際的機関の果たすべき役割が大
きいと指摘している（B2, p.23）。
また政府の役割としては、資源など公共財（public goods）
の配置や整備なども重要な課題で、政府のリー ダーシップは 1
つの形になるものと論じている。それだけではなくビュイクらは、
ツ リーズム企業ではその活動が当該国の法に合致しているこ
と、すなわちコンプライアンスがあることが、現在では、少なく
とも非コンプライアンス企業に対する競争優位を与えるものとな
るという。
ただしその場合ビュイクらによると、今日では企業は、単に
サスティナブルな製品を提供しているだけでは、他企業との差
別化ができない。政府によってそれが保証され、例えばなんら
かの形で証明されることによって、競争優位が形成されるもの
になる。
このうえにたってビュイクらは、確かに（例えば資金や専門家の
不足から）有効性のあるサスティナブル・ツ リーズムの実行が困
難な国がある。しかし、かれらが実態研究をしたコスタリカの
例からいっても、「サスティナブル・ツ リーズムの実行について
究極的に責任を負うものは、ツ リーズム地の政府である」と規
定し（B2, p.24）、サスティナブル・ツ リーズムについては、政府のリー
ダーシップが要の問題であって、「ツ リーズム地における政府の
リー ダーシップが、ステ クーホルダーの間において協力を生み、
有効性のあるサスティナブル・ツ リーズムを導くための充分条件
である」と述べ、結論としている（B2, p.34）。
Ⅴ．結―国連型フレームワー クの基本的特色について
以上において、サスティナブル・ディベロップメントとサスティ
ナビリティという2つの用語、およびサスティナビリティ活動のリー
ダーシップの問題を中心に考察をこころみてきたが、これらの
考察は、本稿筆者としてはさしあたり、この問題で大宗的位
置を占める国連関係文書のサスティナブル・ディベロップメント
論について、そのいわば本質解明にとって実に有用な示唆を
与えるものである。最後にこの点について述べ、結語とする。
1 ．経済要素の重視傾向
この点に関連しまず述べておきたいことは、サスティナビリティ
において 1 要素説をとるか、2 要素説か、あるいは 3 要素説
かの問題は、本稿筆者としては、別拙稿（Ω 4）で論じている
ように、1 つの事象のその時々の条件や状況により決まるもの
であって、どれか 1 つの説がすべての状況に妥当するのでは
ない、と考えるべきものとしていることである。例えば幾何学に
おいて 1 点の確定には 1 点で足りるが、1 つの線の確定には
2 点、1 つの面の確定には 3 点を必要とするのと同様である。
こうした観点から、サスティナブル・ディベロップメント論の出
発点になったブルントラント委員会報告書をみると、本文中の
有名な定義、すなわち本稿でいう「基本定義」では、要素
別の視点がなく、すべての要素をいわば一括して、次世代以
降のものの障害とならないよう発展・開発がなされるべきことを
要請するものとなっており、（少なくとも純論理的には）1 要素説と
いえるものとなっている。そして文意上ではこの「基本定義」
に対するいわば注記的規定として、「２つのキーコンセプト」と
して、2 要素説が示され、かつ、委員長ブルントラントの序文
などでは3 要素説となっているものである。すなわち1 要素説、
2 要素説、3 要素説が並存し、状況・要件により使い分けら
れうるものとなっている。
さらにこの場合経済的な要素・側面の重視性いかんという
観点からみると、委員長ブルントラントの序文では、文意上に
おいて経済成長がことさらに強調されるものとなっており、実質
上、いわば経済成長強調の１要素説になっている。その後の
国連関係文書でも、既述のように、経済的要素を頂点とする
3 要素説となっており、それらは、少なくとも経済的要素志向
的なものといわれてもやむを得ないところがある。
この点は、実は、既述で引用したドレクスヘイジ／マーフィ
の論考において、サスティナブル・ディベロップメントについての
「（一般の）政府やビジネス界における支配的見解（the domi-
nant view）は、（一言でいえば）環境に対しさらなる感受性をもって、
経済成長を続けること（continued economic growth）をいうもので
あり」、「サスティナブル・ディベロップメントの実行は、そうした
考え方、つまり、発展は主として経済成長にあるという考え方
によって、進展が妨げられたものとなってきた」と明言されてい
るものである（D1, pp.6,10）。
2 ．経済要素の重視をめぐって
この点は、さしあたりまず、サスティナブル・ディベロップメン
ト的活動における能率（efﬁciency：効率）と有効性（effectiveness）、
従ってリー ダーシップという問題を生んでいる。これは、経済
的要素重視のために目的遂行が経済的側面にぶれることがあ
りうることから来る必然的な結果であるが、この角度から国連
関係文書をみると、1992 年の国連・環境サミットの決議文（文
Tourism Studies
観光学 21
21
献 U1）においてすでに、サスティナブル・ディベロップメント活
動を有効なものにすることという意味で、“effective ”という言
葉が数か所で使用されていることが注目される（例えば同決議文
中の“principle 11, 14, 15”など）。
これに関連しこの問題を論じているものが、ビュイクらの
2009 年の論考（文献 B2）である。既述のようにここでかれらは、
主としてサスティナブル・ディベロップメントの有効性について論
じているが、実は能率（効率）にも言及している。この場合能
率は、生産性（productivity）の高いことに基づく競争力および
利益極大化（proﬁt maximization）の向上をいうものとされている
（B2, p.15）。しかし有効性については、既述のように、組織論
の通常的用法である「組織目的（ここではサスティナブル・ディベロッ
プメント活動目的）の達成度」をいうと解しているものである。
ビュイクらが言わんとするところは、サスティナブル・ディベロッ
プメントの活動で最も問題となるのは、要するに、有効性のい
かんであり、それが欠如する場合には、国家が強いリー ダーシッ
プをもって推進にあたることが必要になるということである。つ
まり、国連関係文書等が予定している経済側面志向性、す
なわち経済的リー ダーシップは、能率の向上では確かに有意
義であるが、経済的側面偏重にぶれることがあり、環境保全
を主張する論者などからは、（そうした本来のサスティナブル・ディベ
ロップメント活動目的の達成という）有効性には欠けることがありうる
（ineffective）ものとなり、サスティナブル・ディベロップメントの目
的達成には、それを補う国家のリー ダーシップが不可欠という
ことになる。
以上のことは、他面においては、これまでの国連主導型の
サスティナブル・ディベロップメント活動は有効性に欠けるもの
であったという認識が前提になっている。この点について実は、
国連主導型のサスティナブル・ディベロップメントには、これま
でのところ、それが人口に広く膾炙している割には、実践上は
有力なものとはならず、実践的には意味あるものにはなってい
ないという強い声がある。
例えば前記で一言したドレクスヘイジ／マーフィの国連関係
論文でも、国連関係文書に基づくサスティナブル・ディベロッ
プメントの進捗状態は、これまでのところ、期待されたほどの
ものではなかったとはっきり指摘されている（D1, p.7）。また、イ
ギリスの著名なツ リーズム論者、シャー プレー（Sharpley,R.）は、
2009/2010 年の論考で、直接的にはサスティナブル・ツ リーズ
ムについてではあるが、「サスティナビリティもしくはサスティナブ
ル・ディベロップメントの考え方（principles）が、ツ リーズム目的
地を含め、ツ リーズム事業において実践されたという証拠はほ
とんどない」と述べ、「サスティナブル・ツ リーズムというもの（the 
concept）は、神話にすぎない」と宣している（S, p.1）。
これは何故であろうか。この点を追求してゆくと、次の点に
ゆきあたる。すなわち、資本主義社会ではもともとそのようなサ
スティナブル・ディベロップメントは可能であろうかという問題で
ある。資本主義社会ではそうしたサスティナブル・ディベロップ
メントには本質的な限界があるのではないか。精々サスティナ
ビリティというレベルで論じられるものではないか、という問題で
ある。
ただしこの点は、ここでは指摘するに留めるが、この点で
興味深いことは、国連関係文書に基づくこれまでのサスティナ
ブル・ディベロップメントは、実行面では要するに不首尾なもの
に終わっていると総括している、前記のドレクスヘイジ／マー
フィが、次のように述べていることである。すなわち「リオ・サ
ミットから起こった期待は、実に大きなものがあったが、それは
急速にすぼんだものとなった。それはひとつには、ネオリベラリ
ズム的な経済パラダイム論が盛んになったためである。すなわ
ちリオ以後は、貿易や投資等の分野でグローバル化が進展し、
世界的に経済進展重視の方向が強まり、サスティナブル・ディ
ベロップメントは、経済のグローバル的進展というこのパラダイ
ムに飲み込まれてしまったのである」（D1, p.17）。
3 ．現在における国連のサスティナブル・ディベロップメント・
フレームワー ク
それ故ここでは、サスティナブル・ディベロップメントの国連
型フレームワークについての近年の動きついて考察することが
必須になる。まず直近でみると、国連では、2015 年 9 月25
～ 27日に国連本部において、150 か国を超える加盟国首脳
の参加のもと、 “国連・持続可能な発展（開発）サミット”を開
催し、その成果として『Transformation our World: the 2030 
Agenda for Sustainable Development』（文献U6：以下では『2030アジェ
ンダ』という）を発表している。
そこでは、サスティナブル・ディベロップメントの具体的な「目
標（goal）」として 17 の事柄、「ター ゲット」として 169 の事項
が提起されているが、同文書前文（preamble）では「これらの
目標とター ゲットは統合され不可分のものであって、サスティナ
ブル・ディベロップメントの 3 次元（dimensions）、すなわち経済、
社会および環境の 3 次元について調和が求められるものであ
る」と規定されている（U6, p.2）。
この場合「目標」とされているものは、例えば「貧困の消
滅（end poverty）」（目標 1）や「気候変動の軽減」（目標 13）な
どであり、これらは前記ブルントラント委員会報告書では、（本
稿でいう「基本定義」の後に）「2 つのキーコンセプト」として提
示されていたものである。しかしこれは、2015 年『2030アジェ
ンダ』によれば、次のような位置づけに、すなわち、「貧困の
消滅」などは、もともとサスティナブル・ディベロップメントの「目標」
であり、それらには「経済」、「社会」、「環境」の 3 次元（あ
るいは側面・要素）があると理解されるべきものとされている。
故に上記で述べたヘォイヤ らーの理解は、国連としては、「目
標」（もしくは「ター ゲット」）と「次元」とを混同したものというこ
とになる。しかも「目標」をみると、『2030アジェンダ』では「貧
困の撲滅」は第 1 のものとされているが、「環境」はかなり下
位のものとなっている。
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この点について、前記のドレクスヘイジ／マ フーィは、「国連・
サスティナブル・ディベロップメント・フレームワークについて回
顧すれば、およそ 2002 年のヨハネスバーグ・サスティナブル・ディ
ベロップメント・世界サミットを契機に、力点が環境問題から
社会的経済的発展へシフトした（away from environmental issues 
toward social and economic development）」と書いている（D1, p.8）。
そこで遡って、ヨハネスバーグ世界サミットの決議文（文献
U5）をみると、そこではサスティナブル・ディベロップメントの 3
つの柱（pillars）として“economic development”、“social de-
velopment”、“environmental protection”が挙げられるとともに、
同決議文の中心項目である『われわれが直面する課題（the 
challenge we face）』（決議本文アネクス：第 11 項～第 15 項）では、
冒頭（第 11 項）において「貧困の撲滅（poverty eradication）」、「消
費・生産のパタ ンーの変化」、「経済的社会的発展のための
自然資源ベースの保護・管理（protecting and managing the natural 
resource base for economic and social development）」の3者がサスティ
ナブル・ディベロップメントの全体的目的（overarching objectives）
であり、本質的要件（essential requirements）であると規定され
ている。
さらに同サッミット決議文の『実行計画（plan of implementa-
tion）』をみると、公害など環境問題はすべてこの「経済的社
会的発展のための自然資源ベースの保護・管理」の項目の
なかの事柄として位置づけられている。すなわちいわゆる環
境問題は、実際上、経済的社会的発展問題に下属するもの
とされ、独立の『実行計画』はないものとなっている。
つまり、ここでは、国連型フレームワークにおける経済発展
重視傾向への転換は明らかであり、その傾向は 2015 年『2030
アジェンダ』でさらに推し進められている。しかしこうした直近
の傾向をみると、サスティナブル・ディベロップメントの国連型フ
レームワークの出発点になった、1987 年のブルントラント委員
会報告書の主旨を想起せざるをえない。同報告書において、
委員長ブルントラントは、サスティナブル・ディベロップメントとは、
要するに、貧困と不平等と環境悪化とが結びついているという
認識に立脚した新しい経済成長の時代と規定している。では
これは、どのようなことを意味するものか。
この点についてブルントラントは、同報告書序文において、（ブ
ルントラント委員会の最初の会合で論議対象の論点設定がなされた時に）
「この委員会は“環境問題（environmental issues）”のみに論議
を限定すべきであるという意見があったが、これは全くの誤り（a 
grave mistake）であったであろう。というのは環境は、人間の欲
求・野心・行為と無関係な領域として存在するものではないか
ら、それを人間の関心と無関係なものとして保護すべきものと
いう主張は、“環境”というまさにこの言葉について、それを、
特定の政治サ クールで主張されているナイー ブな意味のものと
して（naivety）とらえようとしたものであるからである」と述べて
いる（W1, pp.6-7）。
この本旨は、同報告書本文では次のように表現されている。
すなわち「貧困な者は、生きてゆくために、環境を直接（無
計画的に）利用せざるを得ないことがしばしばある」（W1, p.29）。
（これがいわゆる環境破壊といわれたりするが、それ故、経済発展と環境
保全の問題において）「キーポイントとなるのは、貧困を無くすこと
こそが、環境の健全なる維持・発展の前提条件である、とい
うことである」（W1, p.62）。
これが、国連型サスティナブル・ディベロップメントの原点な
のである。つまり、少なくとも国連主導のサスティナブル・ディ
ベロップメント論は、もともと本質において、単なる自然環境保
護をいうものではない。それは本来、貧困状態にある人々が
生存確保上自然資源を必要のままに乱用することを防止する
ことが、今日における自然環境保護の重要なキーポイントとな
る。故に貧困の消滅こそが、サスティナブル・ディベロップメン
トのアルファであり、オメガであり、かつ、それには経済、社
会、環境の 3 側面があることをいうものである。このことが銘
記されておかなくてはならない。サスティナブル・ディベロップメ
ントは何よりも環境の保全というのは、少なくとも国連型サスティ
ナブル・ディベロップメント論についていえば、誤認である。
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